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〔実績〕 〔実績〕 〔目標〕 〔目標〕

今年度以降の
改革・改善案

21年度 22年度 23年度 26年度

①
成
果

②
効
率
性

③
必
要
性

④
総
合
評
価

内　　容 取　組　内　容

成果
指標

子ども医療費の助
成件数

件数 1,533,061 1,518,764 1,467,036

総経費 千円 3,252,728 3,169,736 3,257,982 ―

（上記のうち、人件費） 千円 44,000 40,000 40,000 ―

平成23年度　事務事業評価　施策別総括表 【 施策番号： 施策名： 地域で子育てを支える

事務
事業
番号

選
定
区
分

事務事業名 事務事業の目的 成果指標   ・　経費　 単位

事
業
区
分

実
施
体
制

評　価
前
年
度
改
善
案
の

達
成
状
況

事
業
の
方
向
性

協
　
働

担
当
課

1 Ａ
医療費助成
事務

保護者の負担を軽減す
るとともに、子どもの健
やかな育成に寄与し、
もって児童福祉の推進
を図るため。

Ａ Ｂ Ａ Ａ Ａ Ｂ

子
育
て
支
援
課

経
費

Ａ

①医療費の一部助成をすることで、保護者の
負担軽減がなされ、保健の向上、 福祉の増進
ができている。
②医療証データの入力、封入、発送など業務
の一部委託を実施するとともに、福祉情報シス
テムの利用により住民記録に連動した正確か
つ迅速な事務処理が行われ、効率化が図られ
ている。
③児童は医療を受ける回数が多く、医療費助
成による子育て家庭の支援の必要性は高い。
④子育て家庭のニーズは高く、子育て支援の
重要な施策として今後も継続する。

Ｂ

①引き続き入力業務の
委託を活用し効率的な事
務を行う。
②委託の拡大のための
事務手続きを進める。

①相談件数は前年度に比べ増加し、目標とす
る成果が上がっている。

子
ど

成果
指標

子ども家庭相談件
数

件 1,280 2,529 2,600

総経費 千円 87,656 137,712 169,580 ―

（上記のうち、人件費） 千円 40,000 40,000 40,000 ―

成果
指標

ファミリーサポート
利用延べ件数

件 25,269 25,859 29,000

総経費 千円 55,048 55,496 36,916 ―

（上記のうち、人件費） 千円 40,000 40,000 16,000 ―

Ａ Ｂ Ａ Ａ Ａ Ａ

成果 。
②相談に対し、子育て支援サービスや関係機
関との調整、連携を図っており効率的な運営を
行っている。
③総合相談、児童虐待対応、虐待の防止、早
期発見の役割を担う地域拠点であり、必要性
が高い。
④子育て支援の地域拠点として、より一層の機
能強化を行い、子どもと家庭の相談に応じ、子
どもの健全な育成および虐待の防止を図って
いる。

Ａ

虐待部門について、一
層、効率的で的確な対応
ができるよう取組みを行
う。
外遊びの場の提供につ
いては、新規遊び場につ
いて検討を行う。

Ｂ Ａ

ど
も
家
庭
支
援
セ
ン
タ
ー

経
費

3 ＡＢ

育児支えあ
い事務（ファ
ミリーサ
ポート）

乳幼児を持つ親が安全
に安心して子育てできる
よう支援するため

経
費

2 ＡＢ

子ども家庭
支援セン
ター維持運
営事務（運
営管理）

　子どもと子育て家庭の
総合相談、子育て支援
サービス、関係機関との
連絡調整等を行うことに
より、地域と家庭の子育
て力の向上を図るため。

Ａ Ｃ Ｂ Ａ Ａ Ａ

①利用延べ件数は、前年度に比べ増加してい
るが、目標とする成果までには至っていない。
②保育サービスの提供者が,地域の有償ボラン
ティアであるため、利用者および区の経費負担
は低い。
③一般的な一時預かりサービスに比べて、低
い経費負担で保育サービスを受けることができ
るため、利用者にとって必要性は高い。また区
が推進する区民との協働による地域ぐるみで
子育てを推進する事業であり、その必要性が
高い。
④目標とする成果まで達成されなかったが、援
助会員数と利用回数は前年度より増加し、この
事業が地域に周知され利用されてきていると考
えられる。

Ａ

平成23年4月からファミ
リーサポートセンターを1
箇所に統合し、同時に委
託を行った。事業者によ
るファミリーサポート事業
の広報および保育サー
ビス講習会の充実を図
る。

Ｂ Ａ

練
馬
子
ど
も
家
庭
支
援
セ
ン
タ
ー
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平成23年度　事務事業評価　施策別総括表 【 施策番号： 施策名： 地域で子育てを支える

事務
事業
番号

選
定
区
分

事務事業名 事務事業の目的 成果指標   ・　経費　 単位
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区
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実
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改
善
案
の

達
成
状
況

事
業
の
方
向
性

協
　
働

担
当
課

成果
指標

すくすくナビゲータ
の人数

人 7

総経費 千円 0 0 ―

（上記のうち、人件費） 千円 0 0 ―

成果 子育てのひろば利
人 58 740 84 334 85 000

Ａ Ａ Ａ Ａ

①準備段階で評価できず。
②民間事業者への委託による実施を想定
しているため、効率性は高い。
③子育て支援サービスの問合せも多い必
要性が高い。
④効率性、必要性が高いので、今後、計画
的に取り組んでいく。

すくすくナビゲーターを育
成し区内の子育てのひろ
ばに配置を検討する。

Ｂ

練
馬
子
ど
も
家
庭
支
援
セ
ン
タ
ー

経
費

4 ＡＢＣ
すくすくナビ
ゲーターの
育成事務

子育て情報を効果的に
提供するため

練
馬
子
ど
も

①平成20年4月から光が丘ぴよぴよ、平成22年
1月から貫井ぴよぴよ、平成22年5月から大泉
ぴよぴよを開設し、利用者は増加している。
②業務委託により、年末年始、日曜日を除く、
毎日、子育てのひろばを実施できている。ま
た、NPO法人等が運営する民設子育てのひろ
ばに対し、運営費補助金を交付し、週3日以 新たに子育てのひろばを指標 用者数

人 58,740 84,334 85,000

総経費 千円 89,718 104,999 152,472 ―

（上記のうち、人件費） 千円 8,000 8,000 8,000 ―

成果
指標

・計画事業の80％以
上達成数(平成26年
度)
・計画事業の達成数
（平成22～25年度）
(※平成17～20年度
の成果指標は達成
数、21年度のみ80％
以上達成数）
※後期計画（平成22
～26年度）の計画事
業数は、47

件 62 5 13 47

総経費 千円 11,498 3,379 3,594 ―

（上記のうち、人件費） 千円 3,200 3,200 3,200 ―

5 ＡＢ
子育てのひ
ろば運営事
務

乳幼児を持つ親が安全
に安心して子育てできる
よう支援するため

Ａ

も
家
庭
支
援
セ
ン
タ
ー経

費

Ｂ Ａ Ａ Ａ Ａ

ばに対し、運営費補助金を交付し、週3日以
上、子育てのひろばを実施している。子育てを
する保護者と子どもに交流の機会や子育て支
援サービス情報の提供、子育て相談の機会を
提供できる。
③在宅で孤独な子育てに悩む乳幼児を持つ家
庭の需要は高い。また、民設のひろばは、公設
のぴよぴよが近隣にない地域にあり、必要性が
高い。
④利用者が多い。親同士の交流を通じて育児
の孤立感の防止およびスタッフへの相談を通じ
て悩みを防止し虐待予防につながっている。

ＡＡ

新たに子育てのひろばを
設置し充実させる。また、
民設子育てのひろばに
ついても増設を検討す
る。

Ａ

Ｃ Ａ Ａ Ａ

　計画を着実に推進して
いくため、各計画事業の
進捗状況を把握し、行政
評価と行動計画独自の
評価を連動させて点検・
評価を行う。
　後期行動計画 終年
度の前年にあたる、平成
25年度に今回と同様の
アンケート形式による評
価を行い、事業効果を測
る。

Ｂ6 Ａ ＡＡ

経
費

次世代育成
支援行動計
画推進事務

次代を担う子どもたちが
健やかに生まれ、育つこ
とのできる地域社会づく
りを進めるため。

Ａ

①次世代育成支援行動計画（後期計画）の計
画事業のうち、平成26年度の目標値を達成し
た計画事業は、５事業であった。
②次世代育成支援推進協議会において、区
民、事業者、学識経験者、保健・福祉・教育関
係者、公募区民などからの評価や意見を事業
改善に役立てている。
③次世代育成支援推進協議会は、区民ニーズ
を把握し、事業改善をするために必要性が高
い。
④この計画の成果指標の考え方は、平成26年
度末に計画事業が設定している目標値の80％
を達成する事である。まだ目標値を達成してい
ない計画事業についても、平成26年度目標値
達成に向け進んでいるため。

Ａ

子
育
て
支
援
課
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平成23年度　事務事業評価　施策別総括表 【 施策番号： 施策名： 地域で子育てを支える
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協
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担
当
課

成果
指標

子ども家庭支援セ
ンターの整備・開
設数

件 1 1

総経費 千円 214,301 12,994 0 ―

（上記のうち、人件費） 千円 24,000 8,000 0 ―

Ａ7 ＡＢ

子ども家庭
支援セン
ター整備事
務

子どもと子育て家庭を支
援するため。

練
馬
子
ど
も
家
庭
支
援
セ
ン
タ
ー

Ａ

①平成22年度に大泉子ども家庭支援セン
ターを開設し、事業を達成した。
②施設整備を行うにあたり、都補助金を導
入した。
③身近に子育て支援拠点をという区民の
ニーズにこたえているため、必要性が高
い。
④長期計画に基づくとともに地域のニーズ
をふまえて、5箇所の整備を完了した。

経
費

Ａ Ａ ＡＡ Ａ
区内5箇所目の子ども家
庭支援センターを設置
し、事業完了した。

Ｆ Ａ
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今年度以降の
改革・改善案
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①
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②
効
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性

③
必
要
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④
総
合
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内　　容 取　組　内　容

成果
指標

在籍率
延べ在籍児童／
延べ児童定員

％ 99.2 98.7 99.0

総経費 千円 3,248,694 3,579,832 4,691,572 ―

（上記のうち、人件費） 千円 8,000 8,000 8,000 ―

成果
指標

在籍率
延べ在籍児童／
延べ児童定員

％ 96.1 93.4 90.0

平成23年度　事務事業評価　施策別総括表 【 施策番号： 施策名： 就学前の子どもの成長を支える

事務
事業
番号

選
定
区
分

事務事業名 事務事業の目的 成果指標   ・　経費　 単位

事
業
区
分

実
施
体
制

評　価
前
年
度
改
善
案
の

達
成
状
況

事
業
の
方
向
性

協
　
働

担
当
課

1 ＡＢＣ
私立保育所
運営事務

私立保育所に対して運
営費等を助成することに
より、安定した運営を確
保するとともに、保育内
容の充実や入所児童・
従事職員の処遇向上を
図り、もって児童福祉の
増進に資するため。

Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ
保
育
課

経
費

Ａ

①延べ児童定員も述べ在籍児童数も前年度よ
り増加していることから、成果は達成している。
②区立保育所の児童1人あたりのコスト指標
（184,000円）に比べて経費が抑えられており、
効率性は高い。
③公私格差が生じないよう私立保育所を支援
するため、待機児童解消に向けて私立保育所
を誘致するために、今後も必要性が高い。
④本事業により、既設園が安定して運営できて
おり、５園の新設園の誘致もできたことから良
好に進んでいる。

Ａ

①運営費の助成制度を
現状維持し、私立保育所
の安定した運営と保育
サービスの
　向上に努める。
②新設・改築等に係る補
助制度の継続について
検討する。

Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ

①目標達成のため。
②保育料補助も実施しているが、私立認可
保育所の児童１人あたりのコスト指標
（159,000円）より経費が低く抑えられている
ので、効率性は高い。
③認証保育所の運営を安定させ、誘致促
進を図るには本事業は必要である

Ａ

①利用率を上げるため、
保護者の保育料軽減を
図るための保育料の助
成を継続する。
②認可保育所を補完す
る中核施設として 需要

Ａ
保
育
課

2 ＡＢＣ
認証保育所
事務

施設の運営費等を助成
することにより、安定し
た運営を確保し、保育内
容の充実を図り、多様な
保育サービス提供の増

総経費 千円 1,062,487 1,280,750 1,671,826 ―

（上記のうち、人件費） 千円 5,600 5,600 5,600 ―

成果
指標

受入率
利用実人数／相
談件数

％ 92.0 82.7

総経費 千円 48,851 51,233 93,413 ―

（上記のうち、人件費） 千円 2,400 2,400 2,400 ―

成果
指標

計画達成率
保育に欠ける児童
定員増数／計画
数（年１施設／保
育に欠ける児童定
員45名増）

人 100 145 190

総経費 千円 38,858 73,813 52,634 ―

（上記のうち、人件費） 千円 1,600 1,600 1,600 ―

進を図るには本事業は必要である。
④都市型の多様な保育サービスを提供し、
認可保育所を補完する も大きな受け皿と
して利用されている。

る中核施設として、需要
の高い地域への誘致を
図っていく。

経
費

3 ＡＢ
病後児保育
事務

病気の回復期にあり、
集団保育が困難な乳幼
児を一時的に預かること
により、乳幼児の福祉向
上を図るため

経
費

保育サ ビス提供の増
進を図るため

Ａ Ｃ Ａ Ａ Ａ Ａ

①利用実人数は前年度比約30％増えてい
ることから、成果は達成している。
②医療機関や保育所に委託して実施して
いるため効率的である。
③病後児保育施設の安定的運営の確保と
整備促進を図るには、本事業は不可欠で
ある。
④低額な保育料で、病後児保育を必要と
する多くの利用希望者の要望に応えられて
いる。

Ａ
①５施設目となる医療機
関連携型施設の設置を
目指す。

Ａ
保
育
課

Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ

①平成２３年４月に１園開園し、計画目標を達
成できた。
②私立保育所（159,000円）や認証保育所
（138,000円）等の保育施設の経費と比べて低く
抑えられている。
③認定こども園の運営を安定させるとともに、
整備促進を図るには本事業の必要性は高い。
④当面は、預かり保育を実施している私立幼稚
園の認定こども園への移行が見込まれるが、
本事業により確実に整備促進が図られている。

Ａ

①預かり保育・延長保育
を実施している私立幼稚
園を、認定こども園に移
行していく。
②保育に欠ける定員数
の拡大を図る。

Ａ
保
育
課

経
費

4 ＡＢ
認定こども
園事務

認定こども園に対し開設
準備経費や運営費等を
助成することにより、開
園の促進を行うととも
に、安定した運営を確保
し、就学前の子どもへの
教育、保育等の総合的
な提供の推進を図るとと
もに、保育所待機児解
消の一助とするため
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平成23年度　事務事業評価　施策別総括表 【 施策番号： 施策名： 就学前の子どもの成長を支える

事務
事業
番号

選
定
区
分

事務事業名 事務事業の目的 成果指標   ・　経費　 単位

事
業
区
分

実
施
体
制

評　価
前
年
度
改
善
案
の

達
成
状
況

事
業
の
方
向
性

協
　
働

担
当
課

成果
指標

入所希望者受入
率
入所児童／（入所
児童＋待機児童
数）

％ 94.9 93.7

総経費 千円 10,400 10,400 10,400 ―

（上記のうち、人件費） 千円 10,400 10,400 10,400 ―

成果
指標

利用者満足度
（アンケートによる
全回答者に対す ％ 95 1 90 6

5 ＡＢＣ
保育所維持
運営事務
（保育計画）

保育サービスの量的拡
大と質的向上を図り、区
民が必要なときに、良質
な保育サービスが受け
られるようにするため

Ａ
保
育
課

経
費

Ａ Ｂ Ａ Ａ Ｂ

①　私立保育園（５園）の誘致と既存私立保育
園の定数増加を行ったが、就労希望者の増加
により待機児童数が増加した。
②　私立保育園の誘致や既存私立保育園定数
の増加を行った。
③  待機児童の解消は就労形態の多様化や就
労支援など、子育て支援において重要な施策
となっており、必要性は高い。
④　区立保育所の児童一人当たりのコスト月額
184千円）と比較して、私立保育所のコスト（月
額159千円）の方が低く抑えられており、保育所
運営の業務委託を着実に進めることにより効率
的な運営を図る必要がある。

Ｂ

①　待機児童の解消を
図っていくため、既存園
の改築等により定員見直
しを進めていく。
②　現在、委託業務を
行っている保育園は引き
続き業務委託を継続して
くとともに、委託化計画に
基づき2３年度では３園の
準備委託を開始し、2４年
４月から本委託を開始す
る予定。

Ｂ

①　利用者のニーズを把
握し、よりよい保育サー
ビスが実施できるように
努めていく保育所維持

①　第三者評価のアンケート調査で大変満足・
満足と答えた利用者が９４％を上回った。
②　児童一人当たり月額１８４千円の運営費が
かかっているが、引き続き委託化を進めること

指標 全回答者に対す
る満足と回答した
者の割合）

％ 95.1 90.6

総経費 千円 14,733,249 14,229,944 15,705,384

（上記のうち、人件費） 千円 10,434,400 10,008,000 9,927,200

成果
指標

利用者満足度
（アンケートによる
全回答者に対す
る満足と回答した
者の割合）

％ 95.1 90.6

総経費 千円 613,255 621,148 564,361 ―

（上記のうち、人件費） 千円 603,200 611,200 545,600 ―

Ａ Ａ Ａ Ａ

努めていく。
②　多様な保育サービス
を実現するため、費用対
効果を踏まえて委託化を
進めていく。
③　第三者委員会などの
外部苦情窓口に相談で
きることの周知を図る。

Ｂ

Ａ7 ＡＢ

保育所維持
運営事務
（多様な
サービスの
展開）

多様化する保護者の就
労形態などの保育ニー
ズに対応するため

6 Ａ Ｂ

保
育
課

Ａ

経
費

保育所維持
運営事務
（保育所運
営）

家庭での保育に欠ける
児童を認可保育所で適
正に保育するため

Ａ

①　第三者評価のアンケート調査で大変満
足・満足と答えた利用者が９４％を上回っ
た。
②　保育サービスの利用者数は多く、利用
者のニーズに応じた対応ができている。
③　多様な就労形態や多様な保育サービ
スへの要望は拡大すると考えられるため、
必要性は高い。
④　利用者数が多く、多様なサービスを必
要とする利用者の要望に応じ拡大をしてい
る。

経
費

Ｂ Ａ Ａ

により運営費の低減に努めている。
③　子育ての支援・雇用形態の多角化・就労支
援対策として、保育園の役割は不可欠である。
今後も区が実施する必要性は高いと考えられ
る。
④　児童一人当たりの月額運営費は(21年度)１
８４千円から(22年度)１７９千円へと経費削減す
ることができた。

Ａ

Ｂ
保
育
課

Ａ

①　利用しやすくなるよ
う、実施園の拡大を検討
する。
②　アンケートなどにより
利用実態と利用者の
ニーズを把握する。
③　第三者委員会などの
外部苦情窓口に相談で
きることの周知を図る。

Ａ
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〔実績〕 〔実績〕 〔目標〕 〔目標〕

今年度以降の
改革・改善案

21年度 22年度 23年度 26年度

①
成
果

②
効
率
性

③
必
要
性

④
総
合
評
価

内　　容 取　組　内　容

成果
指標

利用者数（各年度
3月末）

人 2,429 2,432 2,432

総経費 千円 26,420 11,267 13,056 ―

（上記のうち、人件費） 千円 800 800 800 ―

平成23年度　事務事業評価　施策別総括表 【 施策番号： 施策名： 学齢期の子どもの成長を支える

事務
事業
番号

選
定
区
分

事務事業名 事務事業の目的 成果指標   ・　経費　 単位

事
業
区
分

実
施
体
制

評　価

前
年
度
改
善
案
の
達

成
状
況

事
業
の
方
向
性

協
　
働

担
当
課

1 Ａ
ねりまキッ
ズ安心メー
ル事業

ICT(情報通信技術)を活
用した区の安全・安心施
策の一つとして、学童ク
ラブ等に児童を通わせ
ている保護者が児童の
入退室をメールで確認
することで、保護者の日
中の不安を解消し、子育
て・就労の支援と子ども
の安全の確保を図るた
め。

Ａ Ｂ Ｂ Ａ Ａ Ａ

①成果指標として定めた利用者数については、
入会児童の6割を目標としているが、現状では
目標に達しなかったため。
②ICTの活用により、安価で学童クラブ児童の
入・退室の確認を行うことが出来る。実際の運
用においても、カードの管理含め、子どもの自
主性により行っており、また、保護者等の問い
合わせ等についてもコールセンターを活用して
おり、効率的な運用が確保されている。
③学童クラブ保護者へのアンケート結果では、
満足度が高いため今後も必要。
④希望者のみの利用であり利用率は高くはな
いが、学童クラブ保護者の満足度においては
高い満足度を得られているため、今後も継続し
ていく。

Ａ
利用者数の増加。年度
当初の開始時期の前倒
し。

Ｂ Ａ

子
育
て
支
援
課

経
費

成果
指標

来館者の延べ人
数

人 613,016 637,315 796,500 796,500

総経費 千円 897,378 690,623 700,174 ―

（上記のうち、人件費） 千円 532,000 476,000 476,000 ―

Ｂ Ａ

子
育
て
支
援
課

2 Ａ
児童館維持
運営事務
（児童館）

　練馬区における児童
の健全な育成を図り、児
童の福祉の増進に資す
るため、児童福祉法第
35条の規定に基づき設
置された区立児童館の
円滑な運営を図る。

経
費

平成2３年度から順次、
中高生対応事業の実施
館を増やしていく。
０～３児の子どもと保護
者を対象とした子育てひ
ろば「ぴよぴよ」の実施場
所の増加

ＡＡ Ｂ Ｂ ＡＡ

①来館者は前年より増加した。石神井台児童
館の改修が終わり、インフルエンザが収束し
た。また、乳幼児対象事業や中高生対象事業
も成果をあげている。
②内部講師・地域の人材･子どもスタッフを活用
するなど一定の成果をあげている。幼児事業
の保護者には体操のリーダーや、紙芝居など
を読む役割などを交代で行なうことによって自
主サークルの育成にも役立っている。
③小学生のための放課後の安全で楽しい居場
所と共に要保護児童の居場所確保としても必
要性が高くなっている。中高生対応事業は、今
までは児童館は小学生だけと思われていたが
中高生の専用時間帯も工夫され思いっきり楽し
めると好評である。乳幼児事業は月齢別に事
業や部屋を工夫することで利用者層の拡大を
はかっている。また気軽な相談にも対応できる
職員を育成し、重い相談には家庭支援センター
や保健相談所等につなげることが出来るように
子育て支援の拠点としての役割を担っている。
④職員は子ども放課後プランに掲げている学
校応援団との連携をはかり、出前児童館として
館内だけの活動だけでなく地域での活動を行
なうことで成果をあげいる。また、児童館運営
委員会を通じて地域ネットワークをづくりをすす
めており、児童館は地域の核となる児童健全
育成に欠かせない機能を担っている。

Ａ
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〔実績〕 〔実績〕 〔目標〕 〔目標〕

今年度以降の
改革・改善案

21年度 22年度 23年度 26年度

①
成
果

②
効
率
性

③
必
要
性

④
総
合
評
価

内　　容 取　組　内　容

平成23年度　事務事業評価　施策別総括表 【 施策番号： 施策名： 学齢期の子どもの成長を支える

事務
事業
番号

選
定
区
分

事務事業名 事務事業の目的 成果指標   ・　経費　 単位

事
業
区
分

実
施
体
制

評　価

前
年
度
改
善
案
の
達

成
状
況

事
業
の
方
向
性

協
　
働

担
当
課

成果
指標

入会希望児童の
入会率

％ 97.0 96.8 100

総経費 千円 2,042,600 1,993,243 2,095,272 ―

（上記のうち、人件費） 千円 1,472,000 1,400,000 1,344,000 ―

3 Ａ
学童クラブ
維持運営事
務

児童福祉法第34条の7
に規定する放課後児童
健全育成事業として、区
内の小学校に在籍する
保育に欠ける児童に対
し、保育および指導を行
い、心身の健全な発達
を図るための学童クラブ
事業の円滑な運営を図
る。

Ａ Ｂ Ｂ Ａ Ａ Ｂ Ａ

子
育
て
支
援
課

Ａ Ａ

①学童クラブの受入人数
の拡大を検討する。
②学童クラブ（新設・既
設）の運営について、委
託化を進める。

経
費

①　ひろば事業と学童クラブ事業の連携が、目
校 校 施

①保育水準を保ちながら入会児童数の拡大を
図ったが、22年4月1日現在の待機児童数が
127名であった（117名→127名）。
②委託化の推進により、人件費を減らすことが
出来た。
③家庭において保育に欠ける小学校低学年の
児童は増加しており、次世代を担う児童が健や
かに育つように健全育成事業を行う。
④待機児童数は若干増加したが、施設の増設
や定員の弾力的運用により、受入数を41名増
加させるとともに、運営委託の推進により効率
性が向上した。なお、近年、待機児童が多数発
生している地域と、定員に余裕のある地域との
地域差が生じてきている。

成果
指標

ひろば事業と学童
クラブ事業の連携
実施校数（累計）

件数 ２５校 ５０校 ６１校 ６５校

総経費 千円 841 837 845 ―

（上記のうち、人件費） 千円 800 800 800 ―

生
涯
学
習
課

Ｂ

①両事業の連携のさらな
る充実のため、ひろば事
業実施日数拡大に向け
た支援や、連携実施マ
ニュアルの見直し等を行
う。
②学童クラブ事業とひろ
ば事業の連携の検証を
踏まえて、両事業のあり
方や新たな放課後等の
居場所づくりについて検
討する。

ＢＡ Ａ Ａ

標の４８校を上回る５０校で実施できた。
②　庁内検討委員会・作業部会を各２回開催
し、事業連携方策の検討、事業の検証・評価が
実施できた。
③　運営委員会を２回開催し、平成22年度まで
の経過報告と平成22年度学童クラブ事業と学
校応援団のひろば事業の連携実施について、
報告と検証が実施できた。また、学童　クラブ事
業と学校応援団のひろば事業の連携実施状況
の把握と現場の意見等を「連携実施マニュア
ル」改訂に反映するため、平成22年度12月まで
にひろば事業を実施している学校応援団60校
に対して「平成22年度練馬区放課後子どもプラ
ン実施に関する調査」を実施した。
④　ひろば事業と学童クラブ事業が連携するこ
とにより、同じ小学校に通う児童が事業の区別
なく共に活動でき、子供どもたちの放課後の生
活が安全で楽しく豊かなものとなるとともに、子
供たちの友人関係や遊びの幅が広がった。ま
た、両事業に従事しているスタッフ相互の理解
が深まり、交流が増え、子供たちを見守る協力
体制が強化されていることなどから、事業は良
好に進んでいる。

4 ＡＢ
放課後子ど
もプラン運
営推進事務

　学童クラブ事業と児童
放課後等居場所づくり
（ひろば）事業が、居場
所や遊びを共有し、連携
する中で、放課後等の
子供たちの生活を豊か
にするため

Ａ ＡＡ

経
費
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〔実績〕 〔実績〕 〔目標〕 〔目標〕

今年度以降の
改革・改善案

21年度 22年度 23年度 26年度

①
成
果

②
効
率
性

③
必
要
性

④
総
合
評
価

内　　容 取　組　内　容

成果
指標

ホームヘルプサー
ビスの利用世帯数

世帯 299 332

総経費 千円 103,734 106,688 114,951 ―

（上記のうち、人件費） 千円 20,000 20,000 20,000 ―

平成23年度　事務事業評価　施策別総括表 【 施策番号： 施策名： 支援が必要な子どもと子育て家庭を応援する

事務
事業
番号

選
定
区
分

事務事業名 事務事業の目的 成果指標   ・　経費　 単位

事
業
区
分

実
施
体
制

評　価

前
年
度
改
善
案
の
達

成
状
況

事
業
の
方
向
性

協
　
働

担
当
課

1 Ａ
ひとり親対
策事務

ひとり親家庭に対して、
ホームヘルパー・職業訓
練などの援助を行い、対
象者の生活に寄与する
ため。

Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ｂ

総
合
福
祉
事
務
所

経
費

Ａ

①ひとり親家庭の安定した雇用や就労と家事・
育児等の両立に寄与している。
②申請後速やかに給付金支払いやヘルパー
派遣が行われている。
③ひとり親家庭の安定した雇用や就労と家事・
育児等の両立のために必要な支援である。
④ホームヘルプサービスや自立支援給付事業
は一定の利用状況が観られる。

Ａ
ひとり親家庭への周知を
図る。

①22年度も代表者会議以下の4層構造の各会
議体で協議が進められ、これまで課題とされて
きた
・医療機関との連携の強化
・地域における児童虐待対応の機動性の確保
・ひとり親家庭ホームヘルプサービスの柔軟な

成果
指標

虐待通報受理件
数に対する要保護
児童対策地域協
議会での支援件数
の割合
（２３年度以降の成
果指標：要保護児
童として受理して
いる児童のうち支
援により状況が改
善した割合　単位
は％）

件 399 586 70 80

総経費 千円 25,722 25,767 26,025 ―

（上記のうち、人件費） 千円 24,000 24,000 24,000 ―

Ａ Ａ Ａ2 Ａ

虐待防止対
策事業（要
保護児童対
策地域協議
会）

虐待などにより保護を要
する児童（要保護児童）
の適切な保護や、支援
を要する児童(要支援児
童）およびその保護者ま
たは出産前から特に支
援をようする妊婦（特定
妊婦）への適切な支援を
図るため

Ａ

子
ど
も
家
庭
支
援
セ
ン
タ
ー

経
費

Ａ Ａ

ひとり親家庭ホ ム ルプサ ビスの柔軟な
対応
・乳児ショートステイの導入について、実施に結
びつけることができた。また個別ネットワーク会
議の開催や訪問や面接の回数が増加するな
ど、直接的な支援の展開が強化された。
②要保護児童の見守りや要支援家庭への支援
については、
・子どもと家庭の総合相談窓口の委託化
・児童虐待や地域支援の経験のある非常勤職
員の活用
・保育園や保健相談所、学校などの関係機関と
の連携による要保護児童の見守り
により効率的に進めている。
③要保護児童についての相談件数は増加して
おり、支援を導入することによって改善される事
例も多いことから、児童虐待の防止と早期発見
のために、取組みの必要性は高い。
④児童虐待の防止と早期発見の取組みは、
・児童虐待対応ワーカーの増員
・専門性の高いスーパーバイザーの導入
・具体的な事例対応の積み重ねによるスキル
の向上により組織としての対応力が強化され、
先駆型子ども家庭支援センターの役割を果たし
ているが、ネットワーク対応のための支援方針
の統一の面では、地域や関係機関から十分な
理解が得られていない面もある。今後も子ども
家庭支援センターの取り組みについて地域と
関係機関に理解を広め、実効性のある連携を
深める必要がある。

Ｂ

①関係機関相互の迅速
な情報の共有化を図る。
②要支援、要保護家庭
への地域支援体制を充
実する。

ＢＡ
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〔実績〕 〔実績〕 〔目標〕 〔目標〕

今年度以降の
改革・改善案

21年度 22年度 23年度 26年度

①
成
果

②
効
率
性

③
必
要
性

④
総
合
評
価

内　　容 取　組　内　容

成果
指標

活動率（全校の授
業日数の合計に
占める全校の活動
日数の合計）

％ 66.6 63.6 80.0 85.0

総経費 千円 13 354 13 360 13 981

平成23年度　事務事業評価　施策別総括表 【 施策番号： 施策名： 地域の特色を活かした教育を推進する

事務
事業
番号

選
定
区
分

事務事業名 事務事業の目的 成果指標   ・　経費　 単位

事
業
区
分

実
施
体
制

評　価

前
年
度
改
善
案
の
達

成
状
況

事
業
の
方
向
性

協
　
働

担
当
課

1 Ａ

学校教育一
般事務（学
校安全ボラ
ンティア事
業経費）

地域住民の知識および
力を生かして、学校内に
おける児童の安全を高
めるとともに、児童と地
域住民の交流を推進す
るため

Ａ Ａ Ｃ Ａ Ａ Ｂ Ａ
庶
務
課

Ｂ

①　目標とする活動率を達成することができな
かったうえ、達成率も８０％に満たなかった。ボ
ランティア登録人数に対し、実際の活動人数
（延べ活動人数）が少ない学校があり、学校間
の活動日数に大きな開きがあるため、全体の
達成率は８０％に満たなかった。
②　学校とボランティアの協働により、学校の安
全安心を高めることについては、業者委託等に
よる警備と比較すると、コスト的にも効率的・効
果的である。
③　区民との協働という観点からみると必要性
も高い。また学校と保護者との協働のみなら
ず、町会等地域との協働が実現されている地
域もある。
④　実施内容、および一部の学校の活動率とし
ては良好に進んでいるものの 全体としては成

Ｂ

　登録はあるものの、実
際に活動していないボラ
ンティアの自主的活動を
促進することが、全体の
活動率の引き上げにつ
ながると考える。
　このため、教育委員会
事務局として、引き続き
「教育だより」への紹介記
事の掲載等、広報活動を
継続していくと同時に、区
の直接の協働の主体と
なる学校を通じ、地域へ
の働きかけをよりおこ総経費 千円 13,354 13,360 13,981 ―

（上記のうち、人件費） 千円 6,400 6,400 6,400 ―

成果
指標

学校応援団の構
成員数

人 2,707 3,097 3,185 3,250

総経費 千円 410,905 290,218 478,757 ―

（上記のうち、人件費） 千円 32,000 32,000 32,000 ―

経
費

ては良好に進んでいるものの、全体としては成
果目標を達成することができなかったため、総
合評価としては良好に進んでいない。

の働きかけをよりおこ
なっていく。

Ｃ Ａ Ａ2 ＡＣ
学校応援
団・開放等
事業

小学校の児童および地
域のために、学校・地域
間の人材活用および学
校設備の地域活用を図
ることにより、地域の核
としての開かれた小学
校づくりを推進するため

Ａ

生
涯
学
習
課

経
費

Ａ Ａ

①　学校応援団を６５校の全小学校に設置し
た。また、学校応援団の構成員数もほぼ目標
値を達成した。
②　新規のひろば室整備等に係る費用が減少
したことなどにより、参加者１名あたりの経費が
平成22年度と比較して大幅に減少し、利用者１
人当たりの経費は減少しており、施設を有効に
活用している。また、補助金の活用により、事
業拡大による区負担の増加を軽減している。
③　ひろば事業においては、実施学校数の増
などにより、大幅に利用人数が増加し、児童の
放課後居場所づくりとしても必要な事業となっ
ている。なお、学校開放事業は、ひろば事業実
施および実施学校数の減により、利用人数が
若干減少している。
④　ひろば事業の実施校と実施日数の増加に
より、学校応援団構成員数が増加するととも
に、地域教育資源活用事業や学校施設活用事
業の実施校も増加するなど、事業は良
　好に進んでいる。

Ａ

①各学校応援団の事業
の充実や課題解決のた
め、ブロック別の情報交
換会を構成校を入れ替
え、昨年度とは別の学校
間での情報交換会を実
施する。
②学校応援団のニーズ
に合わせた研修を内容・
回数などより充実し実施
する。

ＢＡ
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〔実績〕 〔実績〕 〔目標〕 〔目標〕

今年度以降の
改革・改善案

21年度 22年度 23年度 26年度

①
成
果

②
効
率
性

③
必
要
性

④
総
合
評
価

内　　容 取　組　内　容

成果
指標

区立幼稚園の在
園児数（各年5月1
日現在数）

人 525 475 940

総経費 千円 433,944 401,388 384,045 ―

（上記 うち 人件費） 千円 310 400 290 400 280 000

平成23年度　事務事業評価　施策別総括表 【 施策番号： 施策名： 幼稚園教育を充実する

事務
事業
番号

選
定
区
分

事務事業名 事務事業の目的 成果指標   ・　経費　 単位

事
業
区
分

実
施
体
制

評　価

前
年
度
改
善
案
の
達

成
状
況

事
業
の
方
向
性

協
　
働

担
当
課

1 Ａ

幼稚園維持
運営事務
（区立幼稚
園）

　区立幼稚園の適切な
維持運営管理を行い、
幼児教育を振興する。

Ａ Ａ Ｃ Ｂ Ａ Ｃ Ａ

学
務
課

、
施
設
給
食
課

経
費

Ｂ

①光が丘地区の幼児人口は幼稚園設立当時
と比較すると4分の1程度にまで減少している。
また、保護者の就労状況の変化に伴い、保育
所を希望する世帯も増加傾向にあり、22年度
の達成率は50.5%であった。
②施設定員に対する園児数からみると、経費
面での効率性は低い。
③区における幼児教育の発展へ向け、先導的
役割を担う機関である。幼小連携や障害児保
育等における先導的役割という側面において
特に必要性が高い。
④全国および区内の幼児数は引続き減少見込
みであり、入園児数の増加は難しい。一方障害
児保育や就学前・就園前児童の教育について
は着実に役割を果たしており、今後とも積極的
に実施していく

Ａ

充員率の低い光が丘地
区4園について、今年度
中に適正配置実施計画
を策定する。そのうえで、
国において検討されてい
る幼保一体化等につい
ても引き続き検討してい
く。

（上記のうち、人件費） 千円 310,400 290,400 280,000 ―

成果
指標

私立幼稚園在園
児数

人 10,229 10,198 11,175

総経費 千円 2,253,120 2,347,685 2,395,385 ―

（上記のうち、人件費） 千円 8,000 16,000 16,000 ―

費 に実施していく。

Ａ Ａ Ａ2 Ａ
私立幼稚園
助成事務

私立の特色と自主性を
尊重しながら、公共性を
高めることにより私立幼
稚園の健全な運営を図
るため。

Ａ
学
務
課

経
費

Ａ Ａ

①成果指標の達成率は100％ではないが、私
立幼稚園全定員の90％近くの就園率を維持で
きており、私立幼稚園の健全運営と練馬区の
幼児教育の充実が達成できているといえるた
め。
②事務改善の検討を行い、委託業務の拡充を
図ることができたため。
③私立幼稚園および私立幼稚園に通園する幼
児の保護者に対する各種助成事業によって、
私立幼稚園の健全運営の維持向上と保護者
負担の軽減を図ることは、練馬区の幼児教育
の機会を確保するためには不可欠である。
④少子化の進行や社会情勢の影響に伴う保護
者の就労状況等（保育所希望者の増加等）を
考慮すると、前年度の就園率を維持できたこと
は私立幼稚園の健全な運営および練馬区の幼
児教育の機会の確保が維持できているといえ
るため。

Ａ

前年度同様、幼保一元
化に関する国の動向等
を踏まえながら、助成制
度等により私立幼稚園の
教育・運営の充実を進め
る。

ＢＡ
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〔実績〕 〔実績〕 〔目標〕 〔目標〕

今年度以降の
改革・改善案

21年度 22年度 23年度 26年度

①
成
果

②
効
率
性

③
必
要
性

④
総
合
評
価

内　　容 取　組　内　容

成果
指標

小中一貫教育校１
校の開校
　23年度
       開校（４月）
　22年度
       開校準備
　21年度
      開校準備

校 1 1 1

総経費 千円 22 852 24 107 20 608

平成23年度　事務事業評価　施策別総括表 【 施策番号： 施策名： 小中学校の教育内容を充実する

事務
事業
番号

選
定
区
分

事務事業名 事務事業の目的 成果指標   ・　経費　 単位

事
業
区
分

実
施
体
制

評　価

前
年
度
改
善
案
の
達

成
状
況

事
業
の
方
向
性

協
　
働

担
当
課

1 ＡＢ
小中一貫教
育校推進事
務

練馬区立小中一貫教育
校設置に関する基本方
針に基づき、小中一貫
教育校の教育内容、学
校経営、施設整備、就
学等について検討し、平
成23年４月の開校に向
けて準備を進めるため。

Ａ Ｂ Ａ Ａ Ａ Ｂ

新
し
い
学
校
づ
く
り
担
当
課

Ａ

①当初の予定どおり、推進委員会を９回開催
し、教育目標、統一校名、統一校章、統一校
歌、標準服、施設整備等の検討し、平成23年１
月に「小中一貫教育校実施計画」を作成し、ま
た、同年３月末に開校に向けた校内移転を行
い、開校の準備を整えた。
②推進委員会を設置して２年目を向かえ、小中
一貫教育校の教育目標、統一校名、統一校
章、統一校歌、標準服、施設整備等の多くの検
討項目について協議し、「小中一貫教育校実施
計画」を作成し、開校の準備を円滑に進めた。
③小中一貫教育校を円滑に開校するために、
推進委員会の必要性は高い。
④「小中一貫教育校実施計画」を作成し、区初
の小中 貫教育校の開校に向けて 円滑に準

Ａ

　全小中学校で小中一
貫・連携教育を推進する
ため、平成23年度に、小
中学校の関係者および
学識経験者などで構成
する「小中一貫・連携教
育推進検討会」を設置
し、小中学校の校舎が離
れている条件での小中
一貫・連携教育の具体的
な取り組み、小中学校の
組合せの考え方、小中一
貫教育校の学校経営お
よび具体的な取り組み、
推進スケジ ルなど具総経費 千円 22,852 24,107 20,608 ―

（上記のうち、人件費） 千円 8,000 8,000 16,000 ―

経
費

の小中一貫教育校の開校に向けて、円滑に準
備が進んだ。

推進スケジュールなど具
体的な推進方策の検討
を行う。
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〔実績〕 〔実績〕 〔目標〕 〔目標〕

今年度以降の
改革・改善案

21年度 22年度 23年度 26年度

①
成
果

②
効
率
性

③
必
要
性

④
総
合
評
価

内　　容 取　組　内　容

平成23年度　事務事業評価　施策別総括表 【 施策番号： 施策名： 小中学校の教育内容を充実する

事務
事業
番号

選
定
区
分

事務事業名 事務事業の目的 成果指標   ・　経費　 単位

事
業
区
分

実
施
体
制

評　価

前
年
度
改
善
案
の
達

成
状
況

事
業
の
方
向
性

協
　
働

担
当
課

「国語の授業の内
容は分かります
か」肯定群の割合

①全国学力・学習状況調査の児童質問紙の集
計から、中学校数学においては肯定群の割合
が増加しているが、その他については減少して
いる。
〔平成22年度〕
    小学校：国語　82.1％　算数　80.3％
　　中学校：国語　71.2％　数学　67.3％
〔平成21年度〕
　　小学校：国語　84.0％　算数　83.3％
　　中学校：国語　73.0％　数学　63.7％
成果が目標に達しなかった理由としては、教員
の指導の在り方は当然あげられるが、児童生
徒の学習に対する意欲の面も考えられる。教
員は指導内容および指導方法のより一層の改
善に努めるとともに、児童生徒の意欲の向上も
図らなければならない。一方、成果指標である

・中学校９教科を対象
に、新しい教科書に対応
した指導計画資料を作成
する。
読書活動支援において

成果
指標

か」肯定群の割合
（全国学力・学習
状況調査小学校
児童質問紙回答
から）

％ 84.0 82.1 85.0 85.0

総経費 千円 175,527 187,457 199,926 ―

（上記のうち、人件費） 千円 10,400 10,400 10,400 ―

成果
指標

外部指導員の設
置延べ人数

人 317 341 増加 増加

総経費 千円 51,390 52,945 52,840 ―

Ａ Ｂ Ｂ Ａ Ａ Ｂ

「国語の授業は分かりますか」に対して目標を８
５％に設定しているが、教育指導の本来的な役
割から考えれば、すべての子供が肯定的にとら
えること、すなわち１００％を目指す必要がある
と考えている。
②学力向上支援講師や理科支援員の非常勤
職員の配置等により、児童・生徒１人当たりの
教員数が増し、個に応じた決め細やかな指導
や少人数学習指導、ティームティーチング等多
様な指導形態が可能となっている。前年度と比
較するとコスト指標は高くなっている。これは児
童生徒数に変化がないが教育指導への人的
支援の配置数が増加したためである。各校は
増加した人員も含め、教員との連携を図りなが
ら授業改善を推進しているため効率性は高い
と言える。
③より多くの講師・支援員の配置については、
教育を受ける児童・生徒はもとより、保護者等
からの希望も多く、その必要性が高い。（学校
からの希望数が増している）
④講師数・支援員数は増加しているものの、成
果指標の実績が前年度を下回ったことから「良
好に進んでいない｣との評価となっている。

Ｂ

・読書活動支援において
学校司書の配置校を増
加する。
・区独自の学力調査を再
開し、児童・生徒の学習
状況を調査する。また、
各学校において調査結
果を基に授業改善推進
プランを作成し、定期的
な取組として授業改善に
努める

Ｂ

教
育
指
導
課

経
費

3 Ａ
部活動指導
事務

学校における教育課
程、学校指導その他専
門的事項の指導を通し
て、適切かつ円滑な学
校運営を図る。（部活動
の適切な運営を確保す
るため）

経
費

2 Ａ
学力向上維
持事務（教
育計画）

児童・生徒の学力向上
を図るため

Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ

①生徒や保護者の部活動に対する期待は高
く、各中学校とも外部指導員を設置することで、
部活動の一層の充実を図っている。
②部活動における休部・廃部を防ぐことができ
る。
③顧問教諭の負担軽減および部活動の充実・
生徒の活動の保障等。必要性は高い。
④部活動は教育活動の一環であり、外部指導
員の設置はその支援策とし 重要な施策 あ

Ｂ

練馬区立中学校部活動
外部指導員人材バンク
の活用について、さらな
る周知を図り活用を促進
する。

Ｂ Ａ

教
育
指
導
課

（上記のうち、人件費） 千円 3,200 3,200 0 ―
るため） 費 員の設置はその支援策として重要な施策であ

る。
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〔実績〕 〔実績〕 〔目標〕 〔目標〕

今年度以降の
改革・改善案

21年度 22年度 23年度 26年度

①
成
果

②
効
率
性

③
必
要
性

④
総
合
評
価

内　　容 取　組　内　容

平成23年度　事務事業評価　施策別総括表 【 施策番号： 施策名： 小中学校の教育内容を充実する

事務
事業
番号

選
定
区
分

事務事業名 事務事業の目的 成果指標   ・　経費　 単位

事
業
区
分

実
施
体
制

評　価

前
年
度
改
善
案
の
達

成
状
況

事
業
の
方
向
性

協
　
働

担
当
課

成果
指標

長期計画に基づく
特別支援学級の
設置校数

校 27 30 32 36

総経費 千円 212,333 180,586 321,276 ―

（上記のうち、人件費） 千円 22,400 22,400 22,400 ―

Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ

①地域バランスを考慮して、計画どおり特別支
援学級を増設することにより、学級在籍児童･
生徒の分散化が図られている。
②区内8ブロックに分割し、それぞれの地域の
中で、専門的な教育を行うことができ、各校そ
れぞれでの対応に比べ効率性は高い。
③特別支援学級在籍児童･生徒の増加が顕著
であり、配慮が必要な児童･生徒の教育的ニー
ズに応えるためにも、特別支援学級の増設は
必要である。
④8ブロック内での特別支援学級設置校のバラ
ンスを考慮し、練馬区長期計画に基づき順次
開設していく。

Ａ

区立小中学校の余裕教
室が不足している中、地
域のバランス、今後の児
童･生徒数の見込み等さ
まざまな要素により、特
別支援学級の設置を計
画しているが、今後は、
学校の状況を踏まえ、増
築等も視野に入れた対
応を検討する。

Ｂ
学
務
課

経
費

4 ＡＢ
特別支援学
級の運営

区立小・中学校に設置し
た特別支援学級の運営
条件を整備し、心身障害
児童・生徒に教育の場
を保障するため。

成果
指標

研修受講者の満
足度
（アンケート調査を
実施）

％ 85.7 81.3 80.0

総経費 千円 27,116 27,969 28,279 ―

（上記のうち、人件費） 千円 19,200 19,200 19,200 ―

5 Ａ
学校教育研
究活動事務

実技研修会や講演会を
通し、教員の資質の向
上を図るため。また、科
学教室は小中学生の科
学への関心を高め、科
学的な見方や考え方を
習得させるため。

Ａ

総
合
教
育
セ
ン
タ
ー

経
費

Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ

①研修のアンケート結果では、「成果が
あった」「満足」との回答が多い。また、児
童生徒対象の科学教室におけるアンケー
トでも、ほぼ全員の児童生徒が「勉強に
なった」「楽しかった」と答えており、科学に
対する興味、学習意欲を高めることができ
た。
②集団研修のため効率性が高い。また、
パソコン研修は外部委託によって、効率化
を図っている。科学教室では、区立小学校
の教員に指導を依頼しているため、費用対
効果が高い。
③経験年数の少ない教員が増加しており、
様々な教育課題へ対応していくため、研修
の必要性は高い。また、科学教室では、児
童・生徒の科学に対する興味や関心を育
てることは、意義が大きく、指導教員もベテ
ランの教員から指導方法を学ぶことができ
る。
④研修や科学教室は、教育会、教育研究
会等教員の意見を聞き企画している。ま
た、参加者のアンケート結果も参考にし、
教員のニーズを把握し、テーマや開催時間
等を工夫し、参加しやすいように努めてい
る。

Ｂ

基礎調査の結果報告が
活用されるよう検討す
る。科学教室は、材料費
の一部について、参加者
負担を検討する。また、
より児童生徒の科学に対
する興味を高める内容と
なるよう企画する。

Ｂ
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〔実績〕 〔実績〕 〔目標〕 〔目標〕

今年度以降の
改革・改善案

21年度 22年度 23年度 26年度

①
成
果

②
効
率
性

③
必
要
性

④
総
合
評
価

内　　容 取　組　内　容

平成23年度　事務事業評価　施策別総括表 【 施策番号： 施策名： 小中学校の教育内容を充実する

事務
事業
番号

選
定
区
分

事務事業名 事務事業の目的 成果指標   ・　経費　 単位

事
業
区
分

実
施
体
制

評　価

前
年
度
改
善
案
の
達

成
状
況

事
業
の
方
向
性

協
　
働

担
当
課

成果
指標

不登校児童生徒
のうち相談等を受
けた児童生徒数
(教育相談室で相
談を受けた、また
は適応指導教室
に入室した児童生

％ 42.0 42.5 50.0
登校支援担当教育相談
員の配置等により不登校教育相談運

幼児・児童・生徒の心身
の発達過程で生じた諸
問題について、相談や
心理治療を行い、健や
かに成長できるように援
助するため。また、不登

①全校児童生徒へ電話相談カードを配布した
り、校長会や副校長会、生活指導主任会等に
おいて、教職員に事業の案内をしたりして、周
知を図っている。相談室の相談件数や不登校
児童生徒の保護者向け講演会への参加者が
増加している。
②教育相談員は、全員非常勤職員である。主
任、心理教育相談員と一部の教育相談員以外
は都費職員であり、人件費の区費負担は軽減
されている。学校訪問相談事業は各実施校が
講師選定や講師交渉を行っているため、各校
の必要に応じた内容とすることができる。また、
事務処理も総合教育センターで一括して行って
いるため効率性が高い。
③相談件数が増加しており、教育相談室の役
割は大きい また 適応指導教室は 不登校児

総
合
教
育に入室した児童生

徒数/区立小中学
校の不登校児童
生徒数）

総経費 千円 119,174 123,411 129,496 ―

（上記のうち、人件費） 千円 20,800 20,800 20,800 ―

成果
指標

（仮称）学校教育
支援センターの整
備・運営

設計 設計 開設

総経費 千円 17,863 46,217 ―

Ｂ Ａ Ａ Ａ
員の配置等により不登校
児童生徒にかかわる支
援を充実する。

Ｂ

Ａ7 ＡＢ

(仮称)学校
教育支援セ
ンター整備
事務

総合教育センターを発
展的に改組し、教職員
の研究・研修事業および
教育相談事業を拡充す
るため

6 Ａ Ａ

総
合
教
育
セ
ン
タ
ー

Ａ

経
費

教育相談運
営事務

校の状況にある児童生
徒に対して、学校と異
なった環境の中で活動・
指導を通して集団生活
への適応、学習への意
欲化を図り、学校復帰を
支援するため。

Ａ

①２５年４月の開設に向けて、スケジュール通り
設計に着手したことから、「達成」と評価する。
②学校跡地の有効活用であるため、効率性は
高い。
③様々な教育課題が山積する中、練馬区に
も適した学校教育活動を実現し、子供の豊かな
心をはぐくみ、確かな学力の向上を図るために
は、これまで以上に教職員・子供・保護者への
支援を組織的、一体的に行うことが不可欠であ
り、（１）教育研究・研修の拠点（２）教育相談の
拠点（３）教育情報発信の拠点としての役割を
担う（仮称）学校教育支援センターの必要性は
高い。
④全てがＡ評価となったことから、総合評価もＡ経

費

Ａ Ａ Ａ

割は大きい、また、適応指導教室は、不登校児
童生徒が増加する中で、教育相談的な配慮を
基本とする機関としての役割への期待は高い。
学校訪問相談事業やソーシャルスキルトレーニ
ング等は、経験の少ない教員が多くなっている
中、不登校や発達障害の児童生徒の課題に対
応していくため、必要性が高まっている。
④不登校や発達障害に係る相談件数の増加に
対応し、教育相談室においては、ペアレント・ト
レーニングや発達支援グループ活動を、また、
学校訪問相談事業、学校におけるソーシャル
スキル・トレーニングおよび登校支援研修を実
施し、学校現場での学校教育相談を支援する
事業の充実を図っている。教育相談室、適応指
導教室において、利用者へのアンケートを初め
て実施し、教育相談室、適応指導教室とも満足
である旨の回答が多かった。

Ａ

Ａ
育
セ
ン
タ
ー

Ｃ

２５年４月の開設に向け
て、組織を含めた運営体
制および事業内容の充
実策を検討する。

Ａ

（上記のうち、人件費） 千円 4,800 4,800 ―

④全てが 評価となった とから、総合評価も
とする。費
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〔実績〕 〔実績〕 〔目標〕 〔目標〕

今年度以降の
改革・改善案

21年度 22年度 23年度 26年度

①
成
果

②
効
率
性

③
必
要
性

④
総
合
評
価

内　　容 取　組　内　容

成果
指標

小中学校新入学
児童・生徒の学齢
簿編製人数

人 11,968 12,024

総経費 千円 38,606 32,877 33,831 ―

平成23年度　事務事業評価　施策別総括表 【 施策番号： 施策名： 教育環境を充実する

事務
事業
番号

選
定
区
分

事務事業名 事務事業の目的 成果指標   ・　経費　 単位

事
業
区
分

実
施
体
制

評　価

前
年
度
改
善
案
の
達

成
状
況

事
業
の
方
向
性

協
　
働

担
当
課

1 Ａ
就学関係事
務

新入学予定児童および
学齢児童・生徒の就学
の機会を確保するため

Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ｂ
学
務
課

経

Ａ

①成果指標に係る目標値は設定できないが、
学校教育法等に基づき、適切な学齢簿の編
製・管理を行うことができ、かつ、小中学校の協
力の下、新入学予定児童・生徒および学齢児
童・生徒の保護者へ正確且つ迅速に通知を行
うことで就学義務を履行させることができている
ため。
②就学事務管理システムの機能を理解し、そ
の機能を 大限発揮すべくシステムベンダーと
緊密に連携し、必要に応じてカスタマイズを行う
ことで、効率的に事務を進めているため。
③学校教育法等により保護者は子を就学させ
る義務を負い、区は学齢簿を編製して、入学期
日および入学する学校を指定し、保護者に通
知する義務を負うため。
④学校教育法等に基づき 適正かつ効率的に

Ａ

①他部署および小中学
校との連携を引き続き良
好に保つとともに、就学
事務支援システムを積極
的にカスタマイズし、統計
資料の作成や保護者宛
通知文書の一括処理
等、さらなる事務の効率
化・迅速化を推進するこ
とで、新入学予定児童お
よび学齢児童・生徒の就
学の機会を確保する。

（上記のうち、人件費） 千円 16,000 16,000 16,000 ―
費

④学校教育法等に基づき、適正かつ効率的に
就学事務を進めているため。
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〔実績〕 〔実績〕 〔目標〕 〔目標〕

今年度以降の
改革・改善案

21年度 22年度 23年度 26年度

①
成
果

②
効
率
性

③
必
要
性

④
総
合
評
価

内　　容 取　組　内　容

平成23年度　事務事業評価　施策別総括表 【 施策番号： 施策名： 教育環境を充実する

事務
事業
番号

選
定
区
分

事務事業名 事務事業の目的 成果指標   ・　経費　 単位

事
業
区
分

実
施
体
制

評　価

前
年
度
改
善
案
の
達

成
状
況

事
業
の
方
向
性

協
　
働

担
当
課

成果
指標

統合新校４校の開
校
　22年度
     開校（４月）
　21年度
     開校準備
　20年度
    開校準備

校 4 4

Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ

①光が丘地区の小学校について、８校を４校に
統合・再編し、児童数および学級数の格差を解
消し、適正規模を確保することができた。
②光が丘地区の小学校について、統合新校４
校が開校することができた。
③児童生徒数の著しく少ない学校や、逆に多
い学校においては、教育指導上や学校運営上
の課題が生じる傾向があり、学校教育の充実と
教育環境の改善を図るために、区立小中学校
および区立幼稚園の適正配置を行う必要性は
高い。
④光が丘地区の小学校について、８校を４校に
統合・再編したことにより、適正規模を確保し、
学校間の児童数および学級数の格差を解消で
き、学校教育の充実と教育環境の改善を図る
ことができた。引き続き、区立小中学校および

　国においては、平成23
年4月から、小学校の第
１学年の学級編制基準を
35人に引き下げるととも
に、小学校の第２学年か
ら第６学年までおよび中
学校の学級編制基準の
改定についても、引き続
き、検討を行うとしている
ことから、区立小中学校
の学級数への影響を見
極め、適正配置につい
て、引き続き、検討する。
　なお、区立幼稚園につ
いては 充員率が著しく

Ｂ

新
し
い
学
校
づ
く
り
担

2 ＡＢ
学校適正配
置推進事務

適正配置基本方針に基
づき、児童生徒数の動
向や校舎の改築時期を
踏まえて区立学校・区立
幼稚園の適正配置を推
進する。

総経費 千円 58,876 42,542 17,092 ―

（上記のうち、人件費） 千円 32,000 16,000 16,000 ―

ことができた。引き続き、区立小中学校および
区立幼稚園の適正配置を検討していく。なお、
平成23年２月、統合した４校を対象（児童、保護
者、教員）に学校統合についてアンケートを実
施し、統合により学校の児童数が増えたことに
ついて、児童の58.6％、保護者の55.5％が「増
えてよかった」と回答しており、一方、「少ないほ
うがよかった」と回答した児童は17.4％、保護者
は、15.1％となっている。

いては、充員率が著しく
低下しており、平成22年
度の事務事業の見直し
においても区立幼稚園の
役割の確認と適正配置
の必要性について指摘さ
れたことから、早急に検
討を進める。

当
課

経
費
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〔実績〕 〔実績〕 〔目標〕 〔目標〕

今年度以降の
改革・改善案

21年度 22年度 23年度 26年度

①
成
果

②
効
率
性

③
必
要
性

④
総
合
評
価

内　　容 取　組　内　容

平成23年度　事務事業評価　施策別総括表 【 施策番号： 施策名： 教育環境を充実する

事務
事業
番号

選
定
区
分

事務事業名 事務事業の目的 成果指標   ・　経費　 単位

事
業
区
分

実
施
体
制

評　価

前
年
度
改
善
案
の
達

成
状
況

事
業
の
方
向
性

協
　
働

担
当
課

成果
指標

教材教具整備費
等の総額

円 353,080 396,691

総経費 千円 3,275,354 2,984,716 2,642,712 ―

（上記のうち 人件費） 千円 3 200 3 200 3 200

3 Ａ
学校管理運
営事務

学校用家具類、教材教
具等の整備を通して、教
育環境・教育内容の充
実、質的向上を図るた
め。

経
費

Ａ Ａ Ｂ Ａ Ａ Ａ

①厳しい財政状況から、学校の要望に100％対
応することは困難であるが、学務課の予算保
留分を減らすなどして、各学校への配当予算額
の水準を維持している。
②各学校の判断により教育指導の実態に即し
た迅速な物品購入等ができるので、効率性が
高い。
③毎年度、各学校の教育目標、教育計画に基
づき策定されている年間執行計画に沿って必
要な物品を購入する必要がある。
④学校教育において必要な物品（教材教具）の
購入に係る予算を確保し、これを各学校の児童
生徒数、学級数等に応じて配当している。各学
校は、配当された予算を年間執行計画に沿っ
て、必要な物品を購入している。（必要に応じ
て 予算流用などの対応も行っている ）

Ａ

①各学校の教育目標、
教育計画に基づき策定さ
れている年間執行計画
に沿って、適正な執行を
するよう注意を喚起す
る。
②教材教具整備整備事
業のほか、学習指導要
領改訂への対応（中学校
H24年度）に向けての整
備も図る。

Ｂ
学
務
課

（上記のうち、人件費） 千円 3,200 3,200 3,200 ―

成果
指標

適切な維持管理が
実施された割合

校 108 104 104 104

総経費 千円 1,946,178 1,779,284 1,696,445 ―

（上記のうち、人件費） 千円 1,528,000 1,380,800 1,268,800 ―

て、予算流用などの対応も行っている。）

①施設設備の適正な維持管理の結果、不備に
よる事故は発生していない。
②学校施設管理者による日常点検と、委託業
者による専門点検を効率的・効果的に実施して
いる。
③建築物の寿命を延ばし、安全で良好な教育
環境を確保するためには、施設設備の適切な
維持管理が必要である。
④学校の施設設備が経年劣化する中で、児童
生徒の安全を確保し、良好な教育環境を維持
するため、必要な清掃・保守点検を適時実施し
ている。

ＡＡ Ｂ Ａ Ａ

経
費

4 Ａ
小・中学校
施設保守・
点検事務

学校施設設備の保守点
検および清掃を行い、良
好な教育環境の維持を
図る。

今後も適時、的確な維持
管理の方法を検討してい
く。

Ｂ

施
設
給
食
課

Ａ Ａ
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〔実績〕 〔実績〕 〔目標〕 〔目標〕

今年度以降の
改革・改善案

21年度 22年度 23年度 26年度

①
成
果

②
効
率
性

③
必
要
性

④
総
合
評
価

内　　容 取　組　内　容

平成23年度　事務事業評価　施策別総括表 【 施策番号： 施策名： 教育環境を充実する

事務
事業
番号

選
定
区
分

事務事業名 事務事業の目的 成果指標   ・　経費　 単位

事
業
区
分

実
施
体
制

評　価

前
年
度
改
善
案
の
達

成
状
況

事
業
の
方
向
性

協
　
働

担
当
課

成果
指標

  耐震補強工事を
実施した学校数

校 25 23 21

5 ＡＢ
小・中学校
営繕事務

学校施設設備の補修等
を行い、良好な教育環
境の維持を図る。

Ａ Ｂ Ａ Ａ Ａ Ａ

①耐震補強工事については、再診断の結果、
補強工事の必要のない学校が1校あったため。
目標（２４校）には達していないが、補強工事の
必要な学校については工事を全て（100％）実
施した。
②耐震化率を２３年度には１００％とするため、
計画的に耐震補強工事を進めており、実行して
いることから、効率性が高い。
③児童・生徒の安全を確保することはもとより、
学校施設は、大規模災害時の「避難拠点」とい
う位置づけから学校建物には十分な耐震性能
を確保することが求められ、耐震補強事業は必
要性が高い。また、安全で快適な教育環境を確
保するとともに建物の耐用年数を引き伸ばすた
めに校舎、設備等の改修工事も必要である。
④小中学校の耐震化工事については「練馬区

Ａ

「区立施設改修改築計画
第二期」に基づくととも
に、区民要望も考慮した
改修工事の計画を具体
化する。

Ｂ

施
設
給
食
課

総経費 千円 4,898,979 4,431,289 3,981,144 ―

（上記のうち、人件費） 千円 56,560 57,600 51,200 ―

経
費

④小中学校の耐震化工事については「練馬区
公立学校施設整備計画」に基づき、計画通りに
進んでいる。また、校舎等の改修については
「区立施設改修改築計画」を踏まえ工事を計
画、実施している。以上の理由から本事業は良
好に進んでいる。
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〔実績〕 〔実績〕 〔目標〕 〔目標〕

今年度以降の
改革・改善案

21年度 22年度 23年度 26年度

①
成
果

②
効
率
性

③
必
要
性

④
総
合
評
価

内　　容 取　組　内　容

平成23年度　事務事業評価　施策別総括表 【 施策番号： 施策名： 教育環境を充実する

事務
事業
番号

選
定
区
分

事務事業名 事務事業の目的 成果指標   ・　経費　 単位

事
業
区
分

実
施
体
制

評　価

前
年
度
改
善
案
の
達

成
状
況

事
業
の
方
向
性

協
　
働

担
当
課

成果
指標

校舎改築計画の
進捗度
①基本設計0.25
②実施設計0.5
③工事着手0.75
④工事竣工1.0

指数 2 2 2 3

ＡＡ Ｂ Ａ6 ＡＢ
小・中学校
校舎建設事
務

区立施設の改修改築計
画に基づく学校施設の
改築を実施する。

Ｂ

施
設
給
食
課

ＡＡ Ａ

①【校舎等整備】・・・小学校１校の校舎改築工
事が完了。小学校１校の実施設計が終了。
 　【屋内運動場等】・・・小学校１校のプール改
修工事が完了。
　 【学校の緑化】・・・多くの学校が緑化を充実さ
せている。具体的には校庭芝生化、屋上緑化、
みどりのカーテンなど、多様な緑化のメニュー
に取り組んでおり、良好な環境教育にも活かす
ことを目指している。
②校舎や屋内運動場等の整備については、改
築に向けた工事が効率的に進んでいる。また、
学校の緑化においては、みどり推進課と連携
し、良好に実施している。
③校舎や屋内運動場の施設の耐震化に伴い
改築の必要性が高まっている。また、みどり豊

設計についてプロポーザ
ル方式による委託方式を
検証し、今後の委託方法
について検討を行う。ま
た、引き続き「みどり３０
推進計画」に基づき、計
画的に学校緑化を進め

総経費 千円 1,335,621 2,176,760 1,505,976 ―

（上記のうち、人件費） 千円 54,400 54,400 40,000 ―

経
費

改築の必要性が高まっている。また、みどり豊
かな潤いある教育環境を整備するとともに、児
童生徒の緑化意識を育み、環境学習の場とな
る空間づくりを実施していく。
④校舎等改築に向けての準備は進んでいる。
そして、環境教育の場として、またみどりの拠
点としての役割を担うべく学校緑化を進めてい
る。校庭の芝生化、屋上緑化、みどりのカーテ
ンなどを多くの学校が取り入れていることで、緑
化が進み良好な教育環境が整備されている。

画的に学校緑化を進め
ていく。
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〔実績〕 〔実績〕 〔目標〕 〔目標〕

今年度以降の
改革・改善案

21年度 22年度 23年度 26年度

①
成
果

②
効
率
性

③
必
要
性

④
総
合
評
価

内　　容 取　組　内　容

成果
指標

研修、講習会等へ
参加している人数

校

（
場

）

793 669 684

総経費 千円 44,806 54,118 54,352 ―

（上記 うち 人件費） 千円 40 000 48 000 48 000

平成23年度　事務事業評価　施策別総括表 【 施策番号： 施策名： 児童・生徒の健やかな体の成長を促す

事務
事業
番号

選
定
区
分

事務事業名 事務事業の目的 成果指標   ・　経費　 単位

事
業
区
分

実
施
体
制

評　価

前
年
度
改
善
案
の
達

成
状
況

事
業
の
方
向
性

協
　
働

担
当
課

1 Ａ
学校給食運
営事務（食
育も含む）

1給食の衛生検査、給食
従事者の細菌検査、食
材料の検査により、児
童・生徒に安全でおいし
い学校給食を提供する
ため。
2｢練馬区小中学校にお
ける食育推進計画」に基
づき、学校給食を生きた
教材としてその推進を図
るため。

Ａ Ｂ Ａ Ａ Ａ Ａ

①調理員・栄養士事務研修は内容・日程などに
ついて工夫し、多くの出席が得られた中で内容
の充実に取り組むことができた。「練馬区小中
学校における食育推進計画」に基づく食育推進
チームや食育推進リーダーに研修を行い、そ
の支援等を行った。
②細菌検査や衛生検査の結果・立会い、巡回
指導等で衛生管理における調理作業の見直し
を行う。或いは再検査を行うなどして、衛生管
理の徹底・向上を図った。給食用食材料の検査
結果に基づき給食の安全を確保した。
学校給食で対応できる食物アレルギーに関す
る知識と理解の指導をすすめた。
③全校で地場産物（大根・キャベツ等）を給食
に活用し食育の推進を図った。
④破損時の飛散が少ない安全な高強度磁器

Ａ

１　受講者である栄養士・調
理員の意見要望を踏まえ、
さらに研修内容を充実し、
受講者の資質や知識を高
める内容にする。
２　学校給食の細菌検査や
衛生検査を実施し、各学校
の衛生管理の徹底を図る。
３　「練馬区小中学校にお
ける食育推進計画」に基づ
き、食物アレルギー対応の
整備や学校給食における
地産地消の推進について
効果的に継続を図る。

Ｂ

施
設
給
食
課

経
費

（上記のうち、人件費） 千円 40,000 48,000 48,000 ―

成果
指標

児童参加率
※参加率は９９％
を目標とする。

％ 98.6 99.2 99.0 99.0

総経費 千円 147,930 138,265 144,195 ―

（上記のうち、人件費） 千円 4,000 4,000 4,000 ―

成果
指標

学校給食の調理
業務委託実施校

校 39 41 51

総経費 千円 3,784,520 3,506,786 3,421,979 ―

（上記のうち、人件費） 千円 2,385,600 2,091,200 1,761,600 ―

食器の配備を促進した。

Ｂ
庶
務
課

費

2 Ａ
小学校校外
授業事務

自然に親しむことによっ
て豊かな心と健康な体
を養うとともに、集団宿
泊生活を通して規則正し
い生活態度を身につ
け、児童の健康増進と
教育効果の一層の充実
を図るため。 経

費

　・充実した体験学習を
取り入れていきたい。
　・今まで以上に、児童の
安全対策に取り組んでい
きたい。

ＡＡ Ｂ Ａ ＡＡ

①　達成率が１００％を超えている。
②　執行額に対する成果が高く、 小の経
費で事業を実施できている。
③　教育課程の一つとして実施している。
④　みどりの少なくなった都会を離れ、澄ん
だ空気と自然の中で健康増進を図るととも
に、その土地の歴史、社会、そこに生息す
る動植物、地形の観察などを学習し、ま
た、児童相互および教師との日常生活で
は得られない交流を図ることができ、貴重
な経験となっている。

Ｂ

3 Ａ
学校給食維
持運営事務

効率的にかつ安全でお
いしい学校給食を提供
する中で、給食調理業
務委託の実施等により、
一層の充実を図るた
め。

Ａ Ｂ Ａ Ａ Ａ Ｂ

施
設
給
食
課

Ａ Ａ

自校調理校および調理
業務委託校ともに、引き
続き安全でおいしい給食
が効率的に提供できるよ
う努力を続けていく。

経
費

①各学校の調理員が、さまざまな研修を通じて
得られた知識を活用し、また巡回指導等により
現場での調理作業を工夫しながら、安全でおい
しい給食を提供している。
②学校給食の提供をより効率的に行うため、す
べての学校で親校・子校を含めた自校調理体
制を築いている。
③学校給食の維持運営を行うための食器、洗
剤、その他消耗品、調理用備品等の購入、各
学校の給食施設の保守委託などは学校給食に
は必要なものである。
④安全でかつおいしい学校給食を提供するた
め、研修等の知識を通じて調理員それぞれの
技術の向上を図るとともに、調理業務委託を含
めた調理体制を整えている。
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〔実績〕 〔実績〕 〔目標〕 〔目標〕

今年度以降の
改革・改善案

21年度 22年度 23年度 26年度

①
成
果

②
効
率
性

③
必
要
性

④
総
合
評
価

内　　容 取　組　内　容

平成23年度　事務事業評価　施策別総括表 【 施策番号： 施策名： 児童・生徒の健やかな体の成長を促す

事務
事業
番号

選
定
区
分

事務事業名 事務事業の目的 成果指標   ・　経費　 単位

事
業
区
分

実
施
体
制

評　価

前
年
度
改
善
案
の
達

成
状
況

事
業
の
方
向
性

協
　
働

担
当
課

成果
指標

中学2年生移動教
室生徒の参加率
（H22.12.1現在の
中学２年生在籍数
4,643人
／参加生徒数）

％ 95.5 95.3 99.0 99.0

総経費 千円 101,933 99,723 104,342 ―

（上記のうち、人件費） 千円 8,000 8,000 8,000 ―

庶
務
課

Ｂ
・学習資料の改訂を行い
たい。

ＢＡ Ａ Ａ

①　参加率が９５．３％であった。当日欠席など
により、どおしても参加できない生徒もいるた
め、上記の参加率となった。
②　執行額に対する成果が高く、 小の経費で
事業を実施できている。
③　教育課程の一つとして実施している。
④　みどりの少なくなった都会を離れ、スキー
実習を通した自然の中で健康増進を図るととも
に、生徒相互および教師との日常生活では得
られない交流を図ることができ、貴重な経験と
なっている。

4 Ａ
中学校校外
授業事務

日常の教育活動の場で
ある教室を離れ、自然
の中で集団活動の楽し
さを味わい、交流を深め
るため。

Ａ ＢＢ

経
費
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〔実績〕 〔実績〕 〔目標〕 〔目標〕

今年度以降の
改革・改善案

21年度 22年度 23年度 26年度

①
成
果

②
効
率
性

③
必
要
性

④
総
合
評
価

内　　容 取　組　内　容

成果
指標

事業の延参加者
数

人 31,693 28,676 36,000 36,000

総経費 千円 44,043 43,745 43,241 ―

費

平成23年度　事務事業評価　施策別総括表 【 施策番号： 施策名： 青少年の自主的な活動を支援する

事務
事業
番号

選
定
区
分

事務事業名 事務事業の目的 成果指標   ・　経費　 単位

事
業
区
分

実
施
体
制

評　価

前
年
度
改
善
案
の
達

成
状
況

事
業
の
方
向
性

協
　
働

担
当
課

1 Ａ
青少年館各
種講座等事
務

次代を担う青少年の余
暇の充実を図るととも
に、実生活に役立つ知
識や技術の習得を図る
ため

Ａ Ｂ Ｃ Ａ Ａ

生
涯
学
習
課

経
費

Ａ

①事業への延参加人数は８０％未満であった
が、これは、３月１１日の東日本大震災以降の
事業の中止と部屋の貸出の取消しによるため
で、それ以前の事業参加者は、ほとんどの事
業で参加者が増加している。
②総経費は前年度に比べ抑えられたが、参加
人数が減少したために一人当たりの経費は増
加している。これも上記①成果同様に震災によ
る影響による事業の中止によるためであり、総
合的に見ると効率性は高いと言える。
③青少年の自主的な活動を支援すること、活
動の場を提供することの必要性はますます高
まっている。
④平成２２年度は、青少年からの提案のあった
事業を実施することができ、事業は良好に進ん
でいる

Ｂ

文化活動を行っている青
少年の自主的な活動の
支援を行う。また、サ
ポーター制度を設けるな
どして、青少年との交流
を深め要望の多い事業
を展開していく。

Ｂ

（上記のうち、人件費） 千円 32,000 32,000 32,000 ―
費 でいる。



132 】

〔実績〕 〔実績〕 〔目標〕 〔目標〕

今年度以降の
改革・改善案

21年度 22年度 23年度 26年度

①
成
果

②
効
率
性

③
必
要
性

④
総
合
評
価

内　　容 取　組　内　容

成果
指標

青少年問題協議
会から具申された
意見数

件数 1 1 1 1

総経費 千円 5,550 5,392 5,750 ―

（上記のうち、人件費） 千円 4,000 4,000 4,000 ―

平成23年度　事務事業評価　施策別総括表 【 施策番号： 施策名： 家庭・学校・地域で連携して青少年の健全育成を推進する

事務
事業
番号

選
定
区
分

事務事業名 事務事業の目的 成果指標   ・　経費　 単位

事
業
区
分

実
施
体
制

評　価

前
年
度
改
善
案
の
達

成
状
況

事
業
の
方
向
性

協
　
働

担
当
課

1 Ａ
青少年問題
協議会等事
務

青少年に関する総合施
策の樹立に必要な事項
を調査 ・審議し、区長に
具申するとともに、関係
行政機関相互の連絡を
図るため。

Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ

①青少年問題協議会、青少年対策連絡会は、
毎年度青少年の健全育成の基本方針となる
「青少年育成活動方針」を作成し、区に具申し
ている。また、青少年の健全育成に関する問題
などを検討し、区に具申している。
②年2回の開催回数の中で、適切に審議してい
る。
③区において青少年の健全育成に関して審議
する機関として、青少年問題協議会がある。
④引き続き様々な青少年問題について検討し、
区民とともに青少年を健全に育成するよう事業
を実施する。

Ａ
①青少年問題協議会委
員構成のあり方を引き続
き検討する。

Ｂ Ａ

青
少
年
課

経
費

①地区委員会の事業に参加した青少年の数は
目標には及ばなかったが、各地区で地域の特

成果
指標

地区委員会の事
業に参加した青少
年の数

人 81,274 80,018 84,433

総経費 千円 58,514 58,413 56,971 ―

（上記のうち、人件費） 千円 8,000 8,000 8,000 ―

成果
指標

区内の少年非行
の件数

件数 465 384 400

総経費 千円 9,673 10,175 10,519 ―

（上記のうち 人件費） 千円 7 200 7 200 7 200

Ｂ Ａ

青
少
年
課

2 Ａ

青少年育成
活動事務
（地区委員
会）

地域において次代をに
なう青少年の健全育成
を図るとともに、青少年
をめぐる社会環境の浄
化に努めるため。

経
費

地区委員会運営事務の
効率を図り、事務局長の
事務量の軽減を図る。
事務局との連携を密に
し、事務の効率化を図る

ＡＡ Ｂ Ａ ＡＡ

目標 は及ばな た 、各地区で地域の特
色を生かした行事を実施しており、野外活動や
スポーツ大会、文化事業、地域交流など事業
内容は充実している。
②一事業に要した経費もおさえられた。また指
導員は事業実施に際しても指導・助言および事
務局の補佐を行っている。
③青少年育成委員会は青少年の健全育成の
ため、地域の方が営利を目的とせず無報酬で
活動している。
④達成率100％を下回ったものの、事業は良好
に進んでいる。また青少年育成地区委員会に
おける指導員の役割も十分果たしている。

Ｂ

3 Ａ
青少年育成
活動事務
（推進運動）

関係団体が相互に連絡
提携し、青少年の健全
育成を効果的に推進す
るため。

Ａ Ｂ Ｂ Ａ Ａ Ｂ Ａ

青
少
年
課

Ａ Ｂ

①青少年の健全育成の
ために、地域の方にご協
力をいただきながら、さら
に多くの方に運動への参
加・協力を引き続き呼び
かける。
②事業の周知方法を検
討する。

経
費

①健やか運動協力店、緊急避難所のどちらも
増加している。
②健やか運動の呼びかけには、日頃の地道な
活動を通じて多くの青少年育成地区委員会の
方々やＰＴＡの方など地域の皆様にご協力いた
だいている。
③青少年は地域で育てるものであり、継続的に
地域の方々の意識を高めるために運動の推進
が必要である。
④社会を明るくする運動は、地道な活動の積み
重ねによるところが大きく、啓発活動についても
繰り返し行う必要があるため、強調月間として
本運動のPR活動を行い、広く区民の理解を求
める機会を設けている。青少年の健全育成に
は、すべての区民が青少年の健全育成につい
て認識を深め、地域・学校・行政が一体となっ
て非行行為防止に取り組むことが必要であり、
引き続き運動の啓発が必要である。

（上記のうち、人件費） 千円 7,200 7,200 7,200 ―
引き続き運動の啓発が必要である。



132 】

〔実績〕 〔実績〕 〔目標〕 〔目標〕

今年度以降の
改革・改善案

21年度 22年度 23年度 26年度

①
成
果

②
効
率
性

③
必
要
性

④
総
合
評
価

内　　容 取　組　内　容

平成23年度　事務事業評価　施策別総括表 【 施策番号： 施策名： 家庭・学校・地域で連携して青少年の健全育成を推進する
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成果
指標

中高生の居場所
づくり実施児童館
数（区直営）

館 1 2 4 10

Ａ

子
育
て
支
援
課

Ｂ

２３年度は４館で実施す
るので、定期的に館職員
同士の実践交流の機会
をもち、各館での事業の
幅を拡げるように努め
る。

ＡＢ Ａ Ａ

①目標通り22年度は2館に実施拡大ができた。
②21年度に比べコストが嵩んでしまった。２１年
度実施の中村児童館はモデル事業実施期間を
経て開設したため当初から一定の来館者が
あった。しかし22年度実施の土支田児童館は6
月からの開設となったこと、また周辺中高生の
認知がまだ十分に行き渡っていなかったことが
原因で来館者が多くなかったため結果として一
人当たりの経費が嵩んだ。
③中高生の居場所については、中高生自身か
らまた保護者・地域からも要望が高い。中高生
が安心して安全にのびのび過ごせる場所を提
供することは、児童館に求められている事業で
ある。
④児童館を中高生事業の場として活用すること
は 施設の有効利用の面からも また地域にお

4 ＡＢ

児童館維持
運営事務
（中高生の
居場所づく
り）

中学生、高校生の居場
所および自己実現の場
を確保し、もって青少年
の健全育成に資するこ
とを目的とする。

Ａ ＡＢ

総経費 千円 8,383 14,927 23,474 ―

（上記のうち、人件費） 千円 4,000 8,000 16,000 ―

は、施設の有効利用の面からも、また地域にお
いて長いスパンで児童を育成していくという視
点からも効果が高い。区内全域で実施できるよ
う、26年度まで毎年2館ずつ実施館を拡大して
いく。

経
費
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